
　平成28年度決算のあらましについてお知ら　平成28年度決算のあらましについてお知ら
せします。せします。
　平成 28年度一般会計の歳入総額は、160　平成 28年度一般会計の歳入総額は、160
億 7,851万1千円、歳出総額は148億 2,529億 7,851万1千円、歳出総額は148億 2,529
万1千円でした。平成27年度と比較すると、万1千円でした。平成27年度と比較すると、
歳入は30億 9,918万 2千円の増（対前年比歳入は30億 9,918万 2千円の増（対前年比
23.9％増）、歳出は23億 5,356 万 9千円の23.9％増）、歳出は23億 5,356 万 9千円の
増（18.9％増）となりました。増（18.9％増）となりました。
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■人件費
　2,184,131 千円
　（14.7％）

■扶助費
　1,380,528 千円（9.3％）

■公債費
　1,326,658 千円
　（8.9％）■物件費

　2,034,498 千円
　（13.7％）

■維持補修費
　70,591 千円（0.5％）

■補助費等
　1,890,578 千円
　（12.8％）

■投資・出資金・貸付金
　8,020 千円
　（0.1％）

■繰出金
　1,331,679 千円
　（9.0％）

■積立金
　104,696 千円（0.7％）

■投資的経費 4,493,912 千円（30.3％）
　　普通建設事業 2,122,443 千円（14.3％）
　　災害復旧事業 2,371,469 千円（16.0％）

義務的
経費

■議会費 90,782 千円（0.6％）

■総務費
　1,892,501 千円
　（12.8％）

■民生費
　3,452,594 千円
　（23.3％）

■民生費
　3,452,594 千円
　（23.3％）

■衛生費
　1,264,003 千円
　（8.5％）

■衛生費
　1,264,003 千円
　（8.5％）

■農林水産業費
　1,461,434 千円
　（9.9％）

■商工費
　834,406 千円（5.6％）

■土木費
　1,105,780 千円
　（7.5％）

■土木費
　1,105,780 千円
　（7.5％）

■教育費
　578,234 千円
　（3.9％）

■災害復旧費
　2,265,972 千円
　（15.3％）

■公債費
　1,326,658 千円
　（8.9％） ■諸支出金 104,696 千円（0.7％）

■消防費
　448,231 千円
　（3.0％）
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■町税 1,156,687 千円（7.2％）
　　町民税 427,815 千円
　　固定資産税 573,599 千円
　　軽自動車税 67,326 千円
　　町たばこ税 85,634 千円
　　入湯税 2,313 千円

■その他 657,256 千円（4.1 ％）
　　分担金・負担金 104,054 千円
　　使用料・手数料 86,756 千円
　　財産収入 87,818 千円
　　寄附金 219,338 千円
　　諸収入 159,290 千円

■繰越金
　357,607 千円（2.2％）

■各種譲与税等
　549,262 千円（3.4％）

■県支出金
　2,189,105 千円
　（13.6％）

■県支出金
　2,189,105 千円
　（13.6％）

■町債
　1,348,100 千円（8.4％）

■繰入金
　1,086,159 千円
　（6.8％）

■地方交付税
　6,562,416 千円
　（40.8％）

■地方交付税
　6,562,416 千円
　（40.8％）

■国庫支出金
　2,171,919 千円
　（13.5％）

自主財源
3,257,709 千円

20.3%

自主財源
3,257,709 千円

20.3%
依存財源

12,820,802 千円
79.7%

性質別経費

目的別経費

160億7,851万1千円

148億2,529万1千円

一般会計 歳入総額

一般会計 歳出総額
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平成28年度

決算
問い合わせ　総務課財政係　（72－1111）

平成28年度　特別会計等決算　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
歳　　　入 歳　　　出

国 民 健 康 保 険 3,195,532 3,054,390
後 期 高 齢 者 医 療 225,497 220,908
介 護 保 険 2,776,824 2,721,829
国 民 宿 舎 83,367 73,173
住宅新築資金等貸付事業 5,867 610
簡 易 水 道 491,447 451,355

水 道 事 業
（収益的）　　80,775（収益的）　　72,783
（資本的）　　40,125（資本的）　　76,167

病 院 事 業
（収益的）　 994,593（収益的）　 967,215
（資本的）　　24,660（資本的）　　49,965

財政分析指標（普通会計）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円、％）
区分 Ｈ 24 Ｈ 25 H26 H27 H28

地 方 債 現 在 高 11,312,927 10,336,479 9,709,090 8,975,055 9,087,239
基 金 残 高 2,891,759 3,167,441 2,369,635 2,503,404 1,697,116
う ち ふ る さ と
応 援 基 金 残 高 5,917 5,628 6,829 88,961 59,023

歳 入 総 額 14,399,526 12,641,434 13,822,996 12,985,378 16,084,378
歳 出 総 額 13,744,843 12,037,826 13,238,114 12,472,332 14,825,901
歳 入 歳 出 差 引 654,683 603,608 584,882 513,046 1,258,477
実 質 収 支 405,242 357,071 356,184 293,265 360,328
実 質 単 年 度 収 支 △ 161,809 △ 115,325 △ 336,541 △ 291,370 △ 842,325
標 準 財 政 規 模 8,388,532 8,351,653 8,173,340 8,130,275 7,740,829
財 政 力 指 数 0.190 0.192 0.194 0.197 0.200
実 質 収 支 比 率 4.8 4.3 4.4 3.6 4.7
経 常 収 支 比 率 84.2 84.3 84.9 84.9 83.2
※ふるさと応援基金とは、ふるさと応援寄附金を積み立てたものです。

健全化判断比率と資金不足比率（単位：％）

区　　分
本町の
比 率

早期健全
化 基 準

財 政 再
生 基 準

実 質 赤 字 比 率 － 13.82 20.00
連結実質赤字比率 － 18.82 30.00
実質公債費比率 6.3 25.00 35.00
将 来 負 担 比 率 47.7 350.00

公営企業におけ
る資金不足比率

水 道 事 業 会 計 －

20.00
病 院 事 業 会 計 －
簡易水道特別会計 －
国民宿舎特別会計 －

　目的別分類は、行政活動のどの分野にどれだけの経費
が投入されているかを見るものです。性質別に分類する
と、義務的経費と任意的経費に分けられ、任意的なもの
に投資的経費が含まれます。

※実質収支及び連結実質収支等が黒字である場
合はそれぞれの比率は「－」で表示されます。
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